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被災者の生活再建支援では、各世帯からもたらされる相談への対応に多くの

行政資源・労力がかかる。それらの相談行動のパターン、相談内容を知ること

は、特に大規模災害において多数の相談に効率的に対応し、限られた行政資源

を、真に公的サービスを必要とするところへ集中する上で不可欠である。 

本研究では，穴水町で導入されている「くらしの再建カルテ」に記録された

住家が半壊以上の被害を受けた 164 世帯の相談内容を履歴をもとに、各被災世

帯の相談頻度、相談内容を分析した．その結果、被災世帯によって、相談頻度、

内容が大きく異なること、多数の課題を抱え、再建がなかなか進まない世帯が

ある一方で、一通り受けられる支援の説明を受ければ、自立的に再建を進めら

れる世帯も少なくないことが明らかとなった。そのような相談パターンの異な

る世帯群をスクリーニングし、世帯群に応じた相談対応体制を整えることで、

より効率的な相談業務が可能となると考えられる。 
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